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2D3 産業発展過程と 研究開発および 技術貿易の構造に 関する分析 

0 富澤宏之，平澤 冷 ( 科技庁・科学技術政策研 ) 

本研究は、 日本の科学技術活動の 発展構造を明らかにすることを 目的とし、 とり 

わけ、 最近数年間の 構造的変化を 明確にすることを 意図している。 今回の報告では、 

その方法論的枠組みを 具体的にするために、 産業における 研究開発と技術貿易に 関 

する統計データについて 従来の分析で 見過ごされてきた 点を指摘し、 より有効な分 

析 手法を検討する。 さらに、 それらのデータを 実際に用いたいく っ かの分析の結果 

を 報告する。 

1. 分析の視点 

研究・技術開発を 通じたわが国の 産業発展は、 現在、 あ る種の転換期に 差しかか 

っていると考えられる。 1992 年度には、 研究開発統計が 開始されて以来はじめて 産 

業 部門の研究開発費の 減少が記録され、 以降も 94 年度まで 3 年連続の減少がみられ 

る。 これは長期化する 景気の後退が 直接的原因であ るが、 研究開発を取り 巻く環境 

や国際的な状況の 変化に起因している 面もあ ると考えられ、 さらには、 研究開発 活 

動 そのものの構造的変化の 表れであ る可能性もあ る。 

この 2 6 な 構造的変化を 明らかにするためには、 研究開発費に 限らず、 関連する 

多様なデータを 総合的に分析する 必要があ る。 また、 研究開発費についても、 従来、 

決して十分な 構造分析が行われてきたとはいえない。 

以上をふまえ、 本研究は、 一方で多様な 指標間の相互の 連関についての 構造分析、 

他方ではそれぞれの 指標の内部に 分け入っての 構造分析、 という二方向へのアプロ 

一チを 組み合わせた 方法論を具体化することを 試みる。 

2. 方法論に関する 考察 

科学技術活動のように 多様で複雑な 対象について 分析する場合、 多くの指標によ 

って様々な性質が 定量化できることが 望ましいため、 科学技術指標の 作成の努力が 

各国で続けられ、 最近では多くの 指標が利用されていることは 改めて指摘するまで 

もない。 ところが、 異種類の科学技術指標を 相互にど う 関連づけ分析するのかと ぃ 

う   占については、 これまで驚くほどわずかの 研究しかなされていなかったのであ る。 

最近ようやく、 複数の科学技術指標を 対象とした 多 変量解析の例などが 発表され、 

多指標系の構造を 明らかにする 方法についての 進展が見られた。 そのうち、 本論の 
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著者の一人も 加わった研究は、 おそらく最も 広範囲にわたる 指標を用いた 例であ り、 

13 種類ないし 14 種類の指標を 用いて主要先進国 5 カ国に共通する 構造を時系列的 

に 明らかにしている [2l,[3l 。 

この 2 6 な 手法は、 指標相互の相関を 明らかにする 上で有効であ るだけでなく、 

個々の指標の 意味を明確にする 点が重要であ る。 指標の意味は 決して所与のもので 

はなく、 他の指標との 相関と、 指標によって 表現された対象の 性質を考えることに 

よってはじめて 明らかになるのであ る。 

この手法を本研究の 目的であ る日本の産業の 発展構造に適用することができるな 

ら ぱ 有益であ ろう。 その場合、 先の研究では 主要先進国 5 カ国を対象としていたの 

に 対して、 日本国内のみ、 あ るいは各産業ごとの 指標に対して、 より詳細に指標の 

組の構造を分析する 方法が考えられる。 

一方、 個別指標の構造分析は、 指標データを 細分してその 内部構造を探っていく 

方法が基本であ ろう。 ただし、 本研究においては、 上述の多指標系の 構造分析 と相 

補 的な役割を果たすべきであ り、 そのためには、 あ る特定の指標のみを 分析する場 

合でも、 他の指標との 連関分析の可能性をできるだけ 確保するべきであ る。 したが 

って、 細分する際の 分類項目は、 できるだけ他の 指標と共通の 項目であ るほうが 良 

レ Ⅰ   

2 0 分析の進んだ 段階では、 個々の企業のふるまいと 産業発展の構造変化を 関連 づけて分析して い くことが重要になろ う 。 ただし、 マクロ・レベルでの 概念と ク 

ロ ・レベルの概俳を 区別して議論することが 必要であ ることは言うまでもない。 

3, 研究開発費と 技術貿易額の 分析 

3,1 分析の位置づけ 

本報告では、 以下、 研究開発費 1 と 技術貿易 額 に限って検討する。 研究開発費とい 

6 基本的な指標について 構造分析の点から 見直すことの 重要性とともに、 指標とし 

ての技術貿易 額 には次に述べるような 未知の性質があ り、 詳しい分析を 行う必要性 

が 高 い ためであ る。 

技術貿易に関する 統計データは 技術に関する 主要な指標のひとっとされ、 例えば、 

  
l 総務庁統計局の 「科学技術研究調査」 では 「研究」 に 「開発研究」 までを含めており、 OECD 

で採用されている "research and experimental development" ( 研究および実験的開発 ) に相当す 

るものとしている。 ここでは、 これを研究開発と 呼ぶことが妥当と 考え、 この語を用いた。 なお、 

「開発研究」 という語は、 OECD 等で用いられている 基礎研究、 応用研究、 開発という 3 段階の 

ステージとは 異なる意味を 持っており我が 国の研究開発を 特色付ける概俳であ るという指摘もあ 

る [4ln 
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技術輸出額は 技術水準を反映しており、 したがって研究開発成果や 技術革新の指標 

と考えられ、 一方、 技術輸入額は、 技術のインプット 指標として、 とりわけキャッ 

チアップ期に 重要な意味を 持つ指標と扱われることが 多かった。 しかし、 多数の指 

標を用いた双述の 構造分析によると、 技術輸出入額の 指標としての 意味は必ずしも 

定義や常識から 考えるほど単純ではないⅢ ， [3l 。 他の指標との 相関という点からする 

と、 技術輸出額は、 工業製品の生産額やハイテク 製品の生産額といった 技術の指標 

よ りは、 論文発表数などの 科学の指標に 関係が深 い ことが示された。 また、 技術 輸 

大 額は、 科学技術のインプットよりアウトプットに 関係が深いという 結果となって 

いる。 

これらの結果について、 技術輸出額は 技術の国際競争力を 示し、 それは科学や 基 

礎 研究の成果に よ るため科学の 指標と関連が 強い、 等の解釈も考えられる。 技術 貿 

易 データのもつ 新しい面に光を 当てるものであ るが、 それを実証するためには、 技 

術貿易データの 統計的性質などの 分析を詳しく 検討する必要があ ろう。 

複数の指標の 関連づけを重視する 立場からすると、 技術貿易データを 採り上げる 

ことにはもう 一つの意義があ る。 それは、 二つの指標を 組み合わせてはじめて 明ら 

かに出来る事を 探るという占であ る。 二つの指標の 組み合わせに よ る分析の進め 方 

は、 他の様々な指標間に 対しても有効であ ると期待出来る。 

3.2 研究開発と技術貿易の 関係 

まず、 研究開発費と 技術貿易 額 との関係を明確にするため、 それらの主体にっ い 

て 、 すな ね ち、 どのような企業が 研究開発や技術貿易を 行っているのかを 検討する。 

図 1 は、 総務庁統計局による「科学技術研究調査報告」に 基づき、 1993 年度にお 

い て、 (1) 研究開発、 ( 巧技術輸出、 (3) 技術輸入、 を行った製造業の 会社数をそれぞ 

れの重複関係もあ れせて計算したものであ る，。 相互の関係をみると、 研究開発、 技 

術 輸出、 技術輸入をともに 行った会社は 527 社であ る。 これは、 研究開発を行った 

会社 (11,614 社 )  の 4.5% 、 技術輸出を行った 会社 (2,034 社 )  の 25.9% 、 技術輸入 

を行った会社 (1,428  社 )  の 36.9%  にすぎない。 また、 技術輸出と技術輸入との 間 

のみについてみても、 これらを共に 行った会社 (646 社 ) は、 技術輸出を行った 会 

社の 31.8% 、 技術輸入を行った 会社の 45.2% にすぎない。 

2 総務庁統計局による 科学技術研究調査は、 製造業のみのみでなく 非製造業も調査対象となって 

いるが、 非製造業では 卸売業、 小売業、 金融・保険業、 ( 放送業を除く ) サービス業などが 対象 

外 となっており、 製造業と非製造業とを 同一のレベルで 扱 う ことができないと 考え、 本報告では   

製造業に関するデータのみを 採り上げた。 
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これは単純化して 高 6 と 、 研究開発 

と技術輸出・ 輸入を行った 会社は必ず 

  製造業 (146,601)   

しも一致していないということであ る。 

また、 製造業で研究開発を 行っている 

企業においてすら 技術の輸出人はそれ 

ほど一般的な 行為でなく、 逆に、 研究 

開発を行わずに 技術の輸出入を 行って 

いる企業の割合も 高いのであ る。 した 

がって、 指標としての 研究開発費、 技 

術 輸出額、 技術輸入額は 、 少なくとも 

個別企業レベルでは 普遍的な指標では 
    

なく、 また、 それらの間の 相関関係と 図 1 研究開発、 技術輸出、 技術輸入を行 う製 

いう 概念は常に意味を 持っわけではな 遺業の会社数． (1993 年度 ) 

い。 もちろん、 これはマクロ 指標とし 

ての意味を否定しているわけではなく、 また、 個別企業レベルでもほとんどの 大企 

業に関しては 一般性のあ る指標であ ろうし、 指標間の相関関係が 十分に意味を 持つ 

かもしれない。 しかし、 例えば売上高や 経常利益などをはじめとする 各種データの 

ように企業一般に 計測しうる量ではないことを 指摘しておきたい。 したがって、 こ 

のようなデータの 集計量が指標としてどのような 意味を持つのかは、 その統計量 と 

しての構造に 大きく依存していると 考えられる。 この点については、 3.3 節で述べ 

る企業規模に 関する構造分析等の 方法により明らかにするべきであ る。 

ところで、 以上の議論は 会社の数だけに 着目してのものであ り、 量 としての研究 

開発費および 技術輸出額・ 輸入額 は ついて検討したものでない。 そこで、 前述した 

527 社 ( 研究開発、 技術輸出、 技術輸入をともに 行った会社 ) の研究開発費、 技術 

輸出額、 技術輸入額および 上ヒ 較のため研究本務者数を 求めるとともに、 それらの製 

道美全体に占める 割合を表 1 に示した。 それに よ ると、 これらの 527 社は製造業全 

体のなかで、 会社数の う えでは 0 ・ 4% を占めるに過ぎないが、 研究開発費の 69% 、 技 

術 輸出額の 78% 、 技術輸入額の 73% を占めていた。 この 527 社は、 ここで扱った 三 

種類の指標に 関して支配的であ ると高 3 ことが出来る。 

この 527 社についての 三種類の指標間の 相関係数を計算した。 研究開発費と 技術 

輸出額の相関係数は 0.75962 とかなり大きく、 また研究開発費と 技術輸出額の 相関 

係数も 0 ・ 60900 でそれに準じている。 技術輸出額と 技術輸入額との 間では相関係数 

が 0 ， 38696 と相対的に小さいものの、 有意な相関は 認められる。 
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表 ] 製造業における 研究開発・技術輸出・ 技術輸入をともに 行 う 会社の位置づけ 

会社数従業者数研究本務者数社内使用研究費技術輸出額技術輸入額 
[ 人 ] [ 人 ] [100 万円 ]  [100 万円 ]  [100 万円 ] 

製造業全体 146.602@ 5.368,666 351.146 8.454.623 394.144 359.601 

研究開発・技術輸出・ 技術 527  2,271.575 209,176 5.836.848 306.703 260.809 
輸入を共に行った 会社 
同上割合 0.4% 42.3% 59.6% 69.0% 77.8% 72.5% 

3.3 企業規模に関する 構造 

企業の規模は、 日本の産業における 技術の産出および 集積の構造を 特徴づける 属 

， 性であ り、 その構造の変化を 明らかにすることは、 極めて重要であ る。 

表 2 に、 従業員数規模別の 研究開発費、 技術輸出額、 技術輸入額を 示した。 技術 

輸出額において 従業者数 10,000 人以上の会社の 割合が特に高く 、 他の二つは比較的、 

似た分布となっている。 

表 2 企業従業員規模別の 研究開発費、 技術輸出額、 技術輸入額 

研究開発 技術輸出 技術輸入 
会社数研究開発費 割合 会社数技術輸出額 割合 会社数技術輸入額 割合 

製造業全体 1 Ⅰ． 6 Ⅰ .4 8,454,595 100.0% 21034 394.144 100.0% 1,377 359.601 Ⅰ 00.0% 
1 ～ 299 人 8.784  496,788  5.9%  ].204 13.000 3.3% 588 13,653 3.8% 
300 ～ 999 人 ],895  746.954  8.8%  365 13,503@ 3.4%@ 328 34.866 9.7% 。 

1000-2999A ・ 650@ 1,186,767@ 14.0%@ 254 33.083 8.4% 250 57.083@ 15.9% 
3000-9999X@ 229@ 2.013,503@ 23.8%@ 159 76.653@ 19.4%@ 159 73,629 20.5% 
1000(U 人 以上 56  4.010.584  47.4% 52@ 257,905@ 65.4% 52 180.369 50.2% 

4.  まとめ 

研究開発費と 技術輸出入額に 関していくつかの 検討を行った 結果、 次のようなこ 

とがわかった。 研究開発費と 技術輸出入額は、 個別の企業について 常に意味を持つ 

一般的な指標ではないため、 これらの集計量が 意味をもっ場合でも、 統計 デ一 タと 

しての構造を 無視できない。 しかし、 大企業による 部分が大きな 割合を占めている 

ため、 特に中小企業について 考察する場合でない 限り、 指標間の相関係数も 十分有 

意 な値を示す。 

今後、 分析で重点を 置くべきであ るのは、 技術輸出入額の 意味を明確にするため 

の データの分析であ り、 特に次の点が 重要であ る。 我が国では、 最近 10 年間ほどの 
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